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平成２９年度 長崎県総合教育会議

日 時 平成２９年１１月１６日(木) 午後１時３０分～３時まで

場 所 県庁中庭電算棟 特別会議室

１ 開会・知事あいさつ                                                     

（事務局）

それでは、只今から平成２９年度長崎県総合教育会議を開催いたします。

本日の出席者につきましては、資料２として出席者名簿を配布いたしておりますので、ご覧

いただけますようよろしくお願いいたします。なお、本日は委員の皆様全員ご出席でございます。

続きまして資料の確認をさせていただきます。資料１が会議の次第でございます。資料２が

出席者名簿、資料３が配席図となっております。

また、参考資料といたしまして、３つご用意をしております。まず１つが、第二期長崎県教育

振興基本計画の概要版でございます。それから長崎県教育大綱、そして、もう１つが「地方教

育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」の概要となっております。不足

している資料はございませんでしょうか。よろしゅうございますでしょうか。

それでは議事に入ります前に、知事からごあいさつを申し上げます。

（中村知事）

皆様こんにちは。今日は、平成２９年度の総合教育会議を開催させていただきましたところ、

委員の皆様方には大変ご多忙の中ご出席を賜り、心から厚くお礼を申し上げます。

また、かねてより、未来を担う子どもたちの教育の向上のために、あるいは県民の皆様方の

生涯に亘る学びのために、格別のご尽力をいただいておりますことに、改めて深く感謝を申し上

げる次第でございます。

既にご承知のとおり、地方教育行政の組織及び運営に関する法律、本日、資料として一番

後ろに付けておりますけれども、これが平成２７年４月に施行されたことを受けまして、本県で

は同年の５月に、この総合教育会議を立ち上げたところであります。平成２７年度におきまして

は、２回開催をさせていただき、委員の皆様方から貴重なご意見をいただきながら、確かな学

力を身につけ自己実現ができる人材の育成、あるいはグローバル化に対応できる人材の育成、

さらには、県内産業や地域を支える若者の地元定着の促進など、６つの柱からなる長崎県

教育大綱を策定したところであります。

さらに、平成２８年度におきましては、喫緊の課題でありました、県内就職・県内定着率の
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向上、あるいは貧困の連鎖を断ち切るための教育支援の２つのテーマについて意見交換を

させていただいたところであり、具体的な取り組みを推進しているところでございます。

私が、かねがね考えてまいりましたのは、地域を支えるにしても、産業を支えるにしても、  

やはり、その一番基盤となるものは、人の力でありまして、教育によって、子どもたち一人一人

が持つ可能性を最大限に引き出して、そして主体的に自立して活躍をしていただける、そうい

う社会をつくることが一番大切ではなかろうかと考えているところであります。

しかしながら、そうした思いの中に、ご承知のとおり、人口減少・少子化が急速に進んでおり

ますし、グローバル化・情報化の進展、特に最近気になっておりますのが、ＩoＴとか、人工知能

といった、革新的な技術の登場によりまして、子どもたちを取り巻く環境、あるいは将来に関わ

る生活の中で、極めてこれから非常に考えて対応をしていくべき課題になりつつあるのではな

かろうかと考えているところであります。

確かに、これまで取り組んでまいりました、確かな学力を身につけさせるということは、基本中

の基本であろうと思いますけれども、こうした将来を見越した形で、どう子どもたちを育成してい

けばいいのかという視点もまた考えて、そうした視点を持って考えていく必要があるのではなか

ろうかと考えているところであります。

また、併せて、長崎で育った子どもたちには、ふるさとに対する愛着と誇りを持ちながら、地

域に定住をし、あるいはもっともっとその持てる能力を発揮して活躍していただけるような、そう

いう長崎県を実現してまいりたいと考えているところであります。

そういった思いを含めて、今日は３つのテーマを設けさせていただいております。「確かな学

力の育成」「グローバル化や産業構造の変化に対応し、創造性に富んだ人材づくり」「若者の

地元定着」というテーマを掲げさせていただいております。また、その他のテーマも含めて各委

員の皆様方から、積極的な忌憚のないご意見を賜りますようお願いを申し上げまして、開催に

当たってのご挨拶とさせていただきます。今日はどうぞよろしくお願いいたします。

２．議事                                                          

（１）確かな学力の育成

（事務局）

ありがとうございました。それでは、議事次第に沿いまして会議を進めてまいりたいと思います。

これからの進行を知事、よろしくお願いをいたします。

（中村知事）

それではよろしくお願いいたします。先ほどごあいさつでもお話をさせていただいたところでは
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ありますけれども、教育を取り巻く環境も大きく変わりつつあるものと思っておりまして、特に教育

委員会においては、第三期の教育振興基本計画の策定について準備を進められているという

ことでもあります。総合教育会議の場で、これからの教育のあり方について議論を深めるという

のは、非常に重要なことであると考えているところであります。

今回、先ほどお話をさせていただきました､３つのテーマを設けさせていただいたところであり

ますが、このテーマに沿ってまず、皆様方のご意見などを頂戴できればと思っているところであ

ります。

まず１つ目の協議項目であります「確かな学力の育成について」でありますけれども、平成

２９年度の全国学力学習状況調査において、もう既にご承知のとおり、小学校では全国を少し

下回る状況にあると。中学校では、ほぼ全国平均と同等程度であるという結果が示されている

わけでありますけれども、そういった中で、やはり長崎県の子どもたちの特徴といたしまして、

知識の部分は、まあまあというところなんですが、その活用の部分に若干苦手な分野があるの

かなという状況でありまして、そういった部分については継続的な課題になっているものと認識

をいたしております。

いずれにいたしましても、まさに、これからは、国際競争の中で生活をしていかなければいけ

ない時代になってくる訳でありまして、その能力を存分に生かしていく、そして活躍の場を自ら

確保していく、そういう時代になっているものと思っておりまして、確かな学力を伸ばしていくとい

う教育は非常に重要なことではないかと思っております。そういった意味で、これはもう義務教

育から離れますけれども、大学進学率の状況などを見ましても、まだまだという感じがいたしま

すので、こういった課題にもしっかり向き合っていく必要があるのではなかろうかと感じているとこ

ろであります。そしてその際に、例えば大学進学の際に、大きな課題となりますのが、経済的な

理由で進学をすることが難しい、そういった児童生徒に対しては、しっかり選択の幅を広げてい

ただくような支援施策が必要であろうと思っているところでありまして、給付型の奨学金、あるい

は、奨学金の返済支援システムなども構築を進めているところであります。そういった課題に併

せて、また、先生方が非常に多忙すぎるという環境にあるとお聞きしているところでありまして、

先生方にしっかりと子どもたちと向き合っていただくと、そういった意味で教育の質を一層高め

るためにどう取り組んでいけばいいのか、これまでも、ＩＣＴ化等については取り組んできたところ

でありますけれども、さらに改善工夫をするべき点はないのかといったことなどについてご意見

等をお伺いできればと思っているところでございます。

まず、１点目のこの点について、皆様方どのようにお考えであるのか、お聞かせいただければ

と思っておるところでございますので、よろしくお願いします。
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（委員）

いいですか。

（中村知事）

どうぞ、どうぞ。

（委員）

大きい課題には答えられないんですが、少なくとも学力向上に関して、私なりに現状認識と

課題について義務教育出身の立場からの話をしてみたいと思います。全国の「学習と生活状

況調査」のデータを見てみますと、本県の子どもたちは「学校生活が楽しい」と言っている、そ

れから「授業が楽しい」、「好きな授業がある」、「目当てが示されて分かり易い」という、精神面

から学校との良好な関係性があります。 学力に関しては、上がり下がりがありはしますが、全

体的には向上傾向にあると捉えています。それは、１つは無答率が下がって、自分なりに考え

ていこうとする、粘り強さが随分鍛えられてきているということ。今年はなぜか小学校が低かっ

たんですが、良い方向に向かっているので、着実にやっていけばいいと捉えているんです。今

後の課題として私なりに考えたのは、１つは、テスト対象学年と管理職は必死なんですけれども、

低学年や中学年等、学校全体で幅広の学力を育てていこうという、一貫した意識がその方向

に向かっていない体制の弱さがあるようです。だから学校内の職員の意識体制の構築と併せ

て、 親に対しても学ぶことの達成感や、充実感を持つことが喜びだという機運を高めていくと

いうことが大事だなと感じています。

３つ目の、特に中学校に関してですけれども、五島市の英語教師の教科部会では、中・高

の先生たちが、教員間ですごい連携をしているんですね。その結果、ものすごく良い実績を上

げているので、折角、サンプルモデルがある訳だから、中高連携による各教科の学び合いをも

っと進めていくとすそ野も広がって、いい力が出ていくのかなという気がしています。そういった

取り組みも今後必要だろうなと思います。

最後には、校長会が、もっと学内の校内体制を整え、それから市町、自治体が連携して町

全体の学力向上体制を整備することです。県が進めている学校支援会議等の組織がありま

すし、学ぶことって楽しいという学ぶ達成感を感じるような、県民資質というか、機運を高めて

いけばいいなと思っているところです。

（中村知事）

ありがとうございます。これ、五島市は中高一貫でやっているところだけじゃなくて全般的に
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良くなっている。

（委員）

市内全体で取り組んでいます。

（中村知事）

全体で取り組んでおられる。

（池松教育長）

「プロジェクトＧ」っていう取組みで、英語の力を付けるためには、その単発でやってもだめだ

からということで、いわゆる中学校と高校の英語の先生たちが、指導のやり方とか、そういうこと

を研究をして、いわゆる市全体で英語力を上げていこうということをされているんです。

（中村知事）

それは素晴らしいことですね。そうですか。ありがとうございます。

（委員）

いいでしょうか。

（中村知事）

はい、どうぞ。

（委員）

今、学力テストの話がございましたが、昨年も、そして今年も感じていることは、先ほど知事

がおっしゃられたように、小学校は全国平均よりも低いと、ところが中学校は、全国平均並み、

あるいは上回るところもあるということで、やはり小学校、特に低学年の教育にもう少し力を入れ

る必要があるんじゃないかということが、教育委員会の場でも、そういう意見が出ました。それと、

地域によって格差があると、非常にいい成績をおさめる地域、あんまり良くない地域、これは

もう昨年も、今年も同じような傾向があります。だから、悪い、低いところをどういうふうに力を入

れるかというのが課題でございます。

それと、もう１つ私、あちらこちらの小学校とかを見学させていただいているんですが、島原の

ある小学校は、非常に良い教育をされていて、学校全体で、 非常に成績が優秀だという風
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なところで、今、五島の話もありましたが、そういう良いところを、その学校だけではなく、県全体

にそういうやり方を広めて、そういう情報を共有すると いうか、そういうことも大事じゃないかな

と、良いところはどこの学校もそれを真似すると言えばあれですけれども、見習うというか、そう

すると全体のレベルを上げると、そういうことも必要じゃないかな、というふうに感じております。

以上です。

（中村知事）

ありがとうございます。どうなんですかね。良い事例があって、それを共有して、参考にしなが

ら、取組を広げていくというのは、ものすごく大事な話なんだと思うんですけれども。

（池松教育長）

さっきの五島の英語の教科部会で中高一体的でやっているという話も、いろんな研修会で、

例えば市町教委の指導主事とか、それぞれその学科の先生方にも伝えていますし、あとは、

委員が言われたように、学校全体とか、その市町教委も含めた全体で同じベクトルを向くかどう

かというところだと思いますね。個々の先生方は危機意識を持っていたり、色々あるんですが、

そこがまとまりとして、濃淡がないように、小学校１年生から小学校６年生までの担任の先生の、

いわゆる学力を伸ばすということについての意思統一というか、ベクトルを同じにするという意味

で、今言ったように我々も研修なんかを通じて情報をやっぱり共有していかなければいけない

なと思うし、良いところはどんどん紹介していかなくてはいけないかなと思っております。

（中村知事）

五島市の例を今、挙げていただいたんですが、教育関係者だけではやっぱり難しいところが

あるでしょう。その行政まで巻き込んだところで、そういった取り組みを進めないといけない。

特に、例えばこういった事例があるのでやってみませんかとかいうのは、恐らく行政まで含めて、

トップも含めて働きかけをしていかないといけないのかもしれないなと思います。まあ確かに、学

校の先生方が、きちっと情報の下で動かれるということは重要なんでしょうけどね。

（池松教育長）

新しい制度が出来て、首長さんも、教育行政に、今まで以上に色々な意見を言える制度が

出来てきたんですよね。多分今までは、首長さん自身が遠慮をされていた部分もあったのか

なという感じではしているんですけれども、総合教育会議は市町村も当然ありますので、そこは

首長さん、行政も含めて、情報共有も十分、今からできる体制になっていると思いますので、
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知事もおっしゃるように、我々も教育長さん方と色々な意見交換もやる中で、危機意識といえ

ばいいんですか、やっぱりベクトルを同じ方向に向けるということが必要じゃないかと思っており

ます。

（中村知事）

すみません。事務局は、その市町村の総合教育会議との、いろんな情報交換とかはやって

いますか。

（事務局[学事振興課]）

いえ、市町村とは今のところはしておりません。

（中村知事）

ではどんな議論がなされてというのも、把握していない。

（事務局[学事振興課]）

把握しておりません。

（中村知事）

考えていく必要があるのかもしれないね。

（池松教育長）

教育委員会でも、話題になったことはあるんですけれども、それではどういう方向性でどうだ

ということまでちょっと把握していないので、教育委員会は教育委員会で、教育長さんたちとの

ネットワークもありますから、そういうのは、教育委員会は教育委員会で把握をしなければいけ

ないと、そういうことだと思います。

（中村知事）

昔は７９あったけれども、今は２１になっていますんでね、いろんなことをやろうと思えばでき

ないことはないと思うんですよね。そこら辺はやっぱり、特にこういった学力向上に係る取組な

んていうのは、１つだけ頑張ったって意味がない訳で、やっぱり思いを共有しながら進めていく

必要があるんだろうかなと思いますね。ありがとうございました。
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（委員）

私は厳しい見方をしていまして、いつも教育委員会のときは、果たして全国平均くらいで留ま

っていいのかな、もうちょっと、県によっては、もっと上位のところにいるので、もう少し頑張らんと

いかんのではないかなというふうに、いつも意見を言っているんですけれども、確かに良い市町

村もあるので、そこの情報を共有してもらうというのは、確かに良いことなんですけれども、今度

も移動教育委員会で、五島の小学校と高校を訪問してきたのですが、五島高校は夜の７時頃

まで自学自習という形で居残り学習を生徒たちと一緒に先生方がやっていました。そういう中

で結果もある程度出てきていると、先生方も一生懸命やっておられますので、そういう部分は

評価はするんですけれども、全体的に小学校が悪いというのは、 小学校の先生は、一人で全

科目教えています。ある意味これがものすごく厳しいんじゃないかというような感じがします。で

すから専科制度という制度があって、ある先生は、例えば理科だけを教えるとかですね、ある

先生は数学だったり、算数だけを教えるとかっていう制度もあるんですね。

例えば、これはまだ教育委員会の中ではあまり話したことないんですけれども、今度、英語

教育というのが小学校に導入されていきます。こういう新しい教科が導入される時に、ちょっと

した研修だけで、果たして全職員が英語を教えられるようになるのかというような問題点もある

ので、例えば、英語であったら専科体制でいくとか、あるいは 理科は専科体制でいきますよと

かというのをとって、何か小学校の先生の負担を少し軽くするというふうなことが、そういうことを

していけば、ある程度小学校の先生の負担も減って、もう少し生徒と向き合う、 時間も出来る

んじゃないかなと、１つの切り口なんですけどね、そういうふうに考えています。

（中村知事）

実際、今、小学校で英語をやっているのは、あれはもう担任の先生がやっているんですか。

専科制度をとれないことはないんでしょう。

（池松教育長）

ないです。今、専科も少人数ですけれども、英語の専科の先生を加配で中学校に置いて、

その中学校の先生が、近隣の小学校の、まあどっちかといえば、指導法の指導みたいなことで

やっています。だから、おっしゃるとおり、専科を１校１人じゃなくても、近隣５校に１人みたいな

話というのはあるのかもしれません。ただ何と言っても、人の配置なんで、人件費の問題なので

どこまで出来るかというのはあるかと思うんですけれども。
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（委員）

よろしいですか。教育委員の研修ということで、文部科学省に集められて話をお聞きしたとき

に、非常に教員の多忙化と、人材の配置ということで、やはり国も英語に関しては、専科でいき

たいようなことをおっしゃっていたような気がしました。ですから、この専科体制というのは、一人

の先生が英語の時間だけ全部受け持って、他の教科はしなくてもいい訳ですから、経費のこと

はよくわからないんですけれども、実現出来るんじゃないかなという風に思っています。採用の

段階から、例えば小学校英語として採用するとか、そういうことが、これも法律上できるのかどう

かちょっとよく分かりませんけれども、長崎県が先駆けて、そういう体制をとれば、少し学力面で

プラスになっていくんじゃないかなという思いもいたします。

（中村知事）

なるほどね。学力は秋田県あたりが非常に。

（池松教育長）

福井とか秋田とか。

（中村知事）

そうですね、何か長崎県と違うところってあるんですか。

（池松教育長）

違うところは、縦持ちといって、普通、小学校だと、６年生の担任だと、６年生だけだったり、

中学校でも、横に数学の先生は３年生だけ教えるみたいなことがあるんですけど、いわゆる

縦で、数学の先生が３年生２年生１年生を教えるというようなシステムをとっているんですよ。

そうすると、さっき言った学びの連続性というのが当然、先生は意識されますからというのが  

１つ。それともう１つは、小中の免許、両方持っている先生が多いですね。これ採用のときから

そういう縛りをかけているのかな。

（事務局[教育庁：義務教育課]）

以前は、小中合同で採用しており、両方の免許を待たないと採用されませんでしたが、現在

は分かれているそうです。
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（池松教育長）

だから２つ持っている人は、現状多いということになるんで、だから人事異動も小中でやって

いますね。

（中村知事）

ほう、そうですか。

（池松教育長）

今度、例えば、採用のときに英語で英検何級を持っていたら加点制度とか、特別支援教育

の免許をプラスで持っていたら加点するということで、そういう意味では、英語はそういうところ

で力を持っている人、その要は特別支援を持っていたり、２つ免許を持っていたら加点するとい

う意味では、幅広い人材を採るようにはしているんですけど。

（中村知事）

そうしたら、その教職員の採用要件に、小中両方の免許を持っている人を優先しますよな

んていうのはやっているんですか。

（池松教育長）

しています。加点ですけれども。

（中村知事）

加点で。

（池松教育長）

その人が先に１次試験のときに、プラス５点なら５点するという意味では、有利にはなってい

ます。英語もそうです。英語は何級でしたか。

（事務局[教育庁：義務教育課]）

英語は準１級です。

（中村知事）

例えば今のお話しのようだと、中学校は、その縦持ち制度が出来ますよね、専門教科制度
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ということで。小学校なんていうのは、やっぱりそれは横で、担任制度で全教科持っているんで

しょう。

（事務局[教育庁：義務教育課]）

長崎県の場合、小学校は、学年で１クラスの学校が多く、２クラス、３クラスあれば学年での

教科担任制度という考え方もあるのですが、多くの学校が１クラスないし２クラスということで、

同学年が比較的少ない状況です。したがって、できるだけ縦に動かした方が、全校のベクトル

が向くということで、進めています。

（池松教育長）

さっきの本県の現状でいうと、１年生は１年生だけしか持っていないという状況ですよね。１

年生の担任は１年生のことしか面倒見ていないと、教育していないということ。

（中村知事）

縦にみた方がいいとは思うけど、現実的には出来ないってこと。その秋田県なんかはやって

いるの。

（池松教育長）

福井だったかな、中学校だったよね。

（事務局[教育庁：義務教育課]）

中学校です。

（委員）

小学校でも、結構、教科担当制でやっている学校もあります。１週間に小学校は２６時間くら

い授業を持つんです。休んだ先生がおられたら、代教でいくから、空き時間はなくフルです。高

校の先生は、多分１５時間、１４時間くらいの持ち時間だろうと思うんですね、１教科だけやるか

ら。だから教科部会の連携もしやすいところがあるんですが、単級学級の小学校では難しい。

組み立ては可能だと思うんですが、仕組みをいろいろ検討していく必要はあるかもしれません。

（池松教育長）

市町教委が、しっかり考え方を共通して持たないといけないので、その辺も含めて議論をし
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ていかなければいけないと思います。

（中村知事）

各県の地域格差があるでしょうし、県内もやはり地域格差が見られているんですよね。

ただ、先ほどありましたけれども、小学校ではちょっと遅れていながら、中学校ではしっかり

取り戻しているというところが、どう評価するんだろうという感じがするんですが。

（池松教育長）

我々もそれが何でだろうかよく分からないんですよ。

（中村知事）

どうぞ皆さん、何かございましたらお願いします。

（委員）

すみません、失礼します。やはり学習において、すべてを学校にゆだねている傾向が保護者

の中にもあるのかなというのを、ちょっと感じてはいるんですね。家庭での学習というのはすごく

保護者の協力がないと出来ないことであって、現状として、夜間外出を幼少期のころから、未

就学児のときから続けているとなると、家に帰って課題なり、宿題なり思うようにできない。悪循

環で学校に来ても結局は朝眠くて、授業に身が入らないとか、そういうふうなところがあるのか

なというのを、ちょっと感じてはいるところなんですよね。夜間外出というがなかなか直らないご

家庭というのもあるので、そういうところはもうちょっと保護者自身が改心していかないと学習能

力というのは付いていかないと思っているんですね。

この学力というは、私すごく財産だと思っているので、そういうことを保護者自身がもっと意識

をして、保護者自体も、もっと学んでいくという姿勢を子どもたちに示していかないといけないの

ではないかなと、私個人的にはそういうふうに思っているんですけれども。

（中村知事）

なるほどですね。お父さん、お母さんの教育が一番大事なんですね。

（池松教育長）

その辺は委員が、こども政策局におられたので。ココロねっこもあって。
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（委員）

そうですね。ちょっと話変わってくるかもしれませんが、知事がおっしゃったように、その業務

の効率化も含めて、とにかく子どもに向き合える時間を確保しようということで、ＩＣＴ化等も進む

んですけれども、教員の質の低下につながりかねない、教員志望が、ものすごく減少していま

す。何でかといったら、保護者への対応が大きな負担になっていると、だから、先ほど委員がお

っしゃったように、学びは非常に大事だし、親たちもそのことについて教師に尊敬の念を抱いて、

しっかりと協力していく姿勢というのを、機運としてつくっていかなければならないと思っています。

今回６０年ぶりの、学習指導要領大幅改訂の趣旨が、保育園、幼稚園でも強調されていると

ころが目にとまったんです。

「人間関係」という領域があるんですけれども、わずかあの５、６歳の子どもに、「価値観の違う

多様な人と自分が主張しながらも、意見をよく聞いて折り合いをつけながら、共同し、役割を果

たしていくように育てなさい」、意図的にトラブル場面を設定して「折り合いのつけ方を小さいうち

から練習をさせなさい」というのが書かれています。今の大人たちはそれを避けてきたわけです。

（親ももちろんそうなんですけれども。）だからこのロボットにできない人間の力というのをチーム

としてやっぱり機能させていくならば、折り合いをつけるスキルというのが、学校でも地域でも、

育てられていくと思いますので、親も変わってくのかなって、すごく期待しているんですね。そし

たら、学校、先生を、もう少し大事にしていって、学びを大事にしていくような機運というのを盛り

上げていけるようになるのかなと、その過渡期だろうと思うんです。

（中村知事）

何でなんですかね。その教職員志望者が減っているという話。昔、子どもたちがなりたい  

象徴だったですよね、学校の先生とか、保母さんとか、それが今、全く逆方向ですよね。なり手

がいなくなっている。何でですかね。大変だからですか。

（委員）

尊敬されないで、否定されるからですよ。

（中村知事）

いや、それも保護者ですね。

（委員）

そして、何でしょうかね。うちの子をどうしてくれるというような、自分の子どもだけを視野に入
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れた、自己主張的な考え方の親たちが増えてきたというのがあるのかもしれません。

（中村知事）

少しやっぱりモンスターペアレントに対しては強く出ないといかんのかもしれませんね。

（委員）

そうですね。そういう機運をつくらなければいけないかもしれませんね。

（委員）

その、ものの本によると、非常に強いクレーマーというのは、その事象だけではなくて、自分自

身が学校の、いわゆる小学生、中学生のときに学校に対して良い思い出を持っていないので、

１回構えて、学校ってそんなもんだということで、構えてくるみたいな、やっぱり親が多いというふ

うに分析もしてありましたですね。

多分、志望が少ないのは、先生になりたいのが少ないのは、マスコミであんまり良いことが

書いていないですもんね。ブラック部活、長時間勤務だとか書いてあるし、多分、親御さん、

保護者が高学歴になってきたから、先生に対する、子どもの教育をお願いしているというような

ことが、家庭内でも出てきていないからというのがあるのかもしれないですよね。

（中村知事）

何て言うんですかね。その、悪いことばっかり表ざたになって、良いことを褒めるということが、

なくなってきつつありますよね。心労事なんかがそういった傾向にあるからなのかもしれません

けれども、私はその、各企業の皆さん方からお話を聞いたり、あるいは、直接様子を拝見しても、

子どもたちがしっかりと育っていると僕は思うんですよね。高校生なんかも礼儀正しいし、しっか

り他の人との協力のもと、仕事を仕上げるというのが、他県に比べると長崎って素晴らしいって

こう言われている。ということはやはり、そういった生活面を含めて、教育を受けてそういった

人材が育っているんだろうと思うんで、学校の先生に対して尊敬を持たなければ、そういった

子どもたち育たないと思うので、ただ、特にこれから教職を目指そうという人たちにとっては、

危険な職場に感じられるんですかね。

（委員）

どうですか。
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（委員）

危険な職場ではないとは思うんですが、やはりちょっと今まで子どもたちを育ててきて、よく

授業参観で目にすることが、親御さんは授業参観だからっていうので仕事を休まれて、参観に

来られるんですけれども、実際には廊下での私語というのがすごく多いんですよね。何のために

仕事を休まれて見に来られているんだろうと、お友達と久しぶりに会ったから、話をしようみたい

な、そういう雰囲気があるんですけれども、それを注意できない先生がいらっしゃるわけですよ

ね。そこにやっぱり強気ではないですけれども、先生がお母さん方に、今日は授業参観に来ら

れているんだから、子どもさんの様子をもっとしっかり見てもらえませんかというような、一言言

えるような先生方がいらっしゃらなかったなと思うんですよね。やはり、保護者から保護者に注

意すると、どうしてもそこの中で溝が出来てしまう。子どもたちに悪影響が出てくるんじゃないか

という、そういう心配があるので、保護者からは注意ができないんですけれども、そこは教員、

教職員の方々の一言で、学校で起こっていることだから、先生方の一言ってすごく大きいんじ

ゃないかなと思うんですよね。これまで、そういう先生にまだお会いしたことがないので、 理想

としては、そういうもっと強気な姿勢で保護者の方にも当たられていいのではないのかなと、保

護者の方にやはり子どもたちの様子を見たいということで、授業参観に参加されているわけで

すので、そういうほかの方々のことも考えていただくと、先生方ももうちょっと考え方も変わって

いただけるのではないかなと思っています。

（中村知事）

そうですね。少し学校と保護者の関係を改めるべきところは改めていかないといけないという

ことなんでしょうかね。

（池松教育長）

そういった意味ではＰＴＡではなくて、今、学校支援会議というものがあって、地域の方々も

入って、学校の運営に協力をしてもらったり、学校での困り事とか、いろんなことを共有する場

があるんですけれども、今度、コミュニティ・スクールということで、文科省が今、この制度を進

めているんですけれども、もうちょっと発展的に拡充をしていきたいというふうに思っています。

学校の運営そのものにも、地元の地域の方々が、いわば意見を言ってもらうというような制

度がありますので、今後、それを１００％作っていきたいとか、地域を巻き込んで、その実際の

保護者だけではなくて、その近隣の、まさにおじさんおばさんたちも入れたところで、地域で子ど

もを、本当に育成していくんだというのを、実態的にもつくっていかなければいけないなと、今思

っているところです。
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（委員）

ちょっといいですか。今度、五島高校に、移動教育委員会で行ってきたんですけれども、

そこの校長先生がおっしゃっていたんですけれども、やっぱりモンスターペアレントに対する対

応で、非常に助かったのが、県の方で弁護士に相談できる制度、校長先生が直接電話をして、

その対応についてコメントを受けるということで、非常に救われたということをちょっとおっしゃっ

ていたのが印象的でした。

それで、今はその保護者との関係は非常によくなったということらしいんですね。どうやって

よくなったのかはよくわからないんですけれども、そういう例もあるので、やっぱりこういう制度を

長く維持してほしいなという感じがいたします。

（中村知事）

いかがでございましょうか。

（委員）

私は、特に小学校の低学年の子どもさんたちの家庭での生活とか教育が、ちゃんとされてい

ないんじゃないかと思うのです。私はあんまり小さい子どもと接する場所がないんですけれども、

患者さんが連れて来る子どもさんの中に、周りを全く気にしないとか、わがままな子、言葉遣い

もわからない子、トイレを汚しても平気な子、それを掃除しない親とかがいるのですね。何という

んですか、こういう、レベルのこんなに違う子どもさんたちを扱っている低学年の先生方の、特

に低学年の先生方は女性のような私のイメージがあるんですけれども、これでは大変だなと、

常日ごろ思うんですね。

だから、小学校低学年を預かる先生方を、もう少し補助してやるような、生活指導員の様な

職種も必要なのではないかと思うのです。それから学力の差もすごい、算数を最初から、幼稚

園なんかで覚えて来る子もいるけれども、字も書けない子どもたちがごろごろいるんですよ。あ

まりにレベルが違いすぎて、それは小学校６年間なり、教育をしている間に、だんだん、だんだ

ん差が少なくなってきて、中学校になると、全国平均に近づくんじゃないか。小学校は、まだそ

の教育レベルが整わない段階で試験とかやっているので、差が出ないのかなと、特に田舎の

方はそんなふうな気がします。

今度、国では、乳幼児の無料化を進めていますので、そういう結果がどういうふうに 出てく

るのか、もうちょっと様子を見たいという気がしますけれども、家庭で育てる子と、ちゃんと教育

している子を同じ小学校で教えないといけないこと、これは大変なことじゃないかなという気が

するのが１つですね。
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それからＩＣＴ化の話はすごく機械も揃ってきて、教える先生方のレベルも大分上がってきて

いるんです。けれども、教科書の副教材というんですかね、教育委員会の各郡市区の教育委

員会で教科書を選んでいるわけだから、その教育委員会で副教材なんかは統一して、当然教

材もつくるような形があってもいのではないでしょうか。そこの地区で理科なら理科の先生、社

会科なら社会科の先生たちが教材を揃えていくようなことができれば、学校の先生たちの家に

持ち帰って、翌日の教材をつくるとか、パンフレットを作るとか、そういう先生たちの時間の取り

方が、少なくて済むことが出来るのではないかと、私なんかは本当に思うのです。私は大村に

住んでいるんですけれども、すばらしい教育センターがありますので、教育センターの先生方に

ご協力いただいて、副教材、少なくともその地区、地域の先生方の統一とは言わないけれども、

先生方が楽になるようなことができないのかなと、常日ごろ思うのです。以上です。

（中村知事）

どうなんですか、そういう可能性はあるんですか。

（池松教育長）

ただその、細かい副教材は学校ごととか、多分、先生方が自分でつくる部分もあったりして、

県全体というのはなかなか教育センターでは難しいんでしょうけれども、市町村が統一するとい

うような話はあるのかもしれないし、それに対して技術的アドバイスは教育センターが専門にそ

ういう研究をやっていますので、できるんだろうとは思います。ただ、小中学校はその地域ごとと

か、さっきの学力差もそうですけれども、いろんなアプローチの仕方がまた違いますが、援助は

当然できると思います。

（中村知事）

やっぱり先生方、自分なりの教え方なりというのにこだわっておられる方がいるんですかね。

（池松教育長）

やっぱり、さっきの福井県なんかと違うのは、少なくとも基本的な部分を、その学校全体とか、

福井県全体で統一している部分が福井県にはあると思うんですよ。うちも、この学力を見て、

例えば授業の初めに目当てをしっかり子どもたちに伝えて、授業が終わったら、こういう授業

だったねというまとめを、しっかり子どもたちとやりましょうということを言っています。もう言いはじ

めて何年もたっているんですけれども、やっぱりそういうのを福井県は昔から やっているという

意味で、さっき言ったベクトルという意味では、学校全体、先生たちの意思統一というか、意識
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がしっかり一緒になっているというのが違うのかなというふうに思いました。個々の先生方の力

は同じくらい当然あるんですけれども、この集団の力というか、組織の力までになっていない部

分があるような気がします。

（中村知事）

今、ＩＣＴ化ということで、教材としての活用の仕方での話題は、ご指摘等いただいたのですが、

ＩＣＴ、ＩoＴというのはもう、必ず進んでいくんだろうと思うんですが、問題はどうやって先生方の

事務負担等を含めて業務量を減らすことができるかという観点でのＩＣＴ化というのも極めて

重要じゃないのかなというような感じがするんですけれども、そこら辺で何か計画をされている、

もしくは考えておられる施策というのはないんですか。

（池松教育長）

学校で先生たちが作成しなきゃいけないいろんな様式があります。例えば指導要録とか、授

業に関係ない、いわゆる校務でのいろんな書類で、指導要録という文科省指定の様式がある

んですけれども、それを作成するシステムを佐世保市を除いて２０市町で使っております。

ただ、さっき言った、成績表など、その他の様式については全県下統一をしていないんで、

例えば長崎市で勤めていた先生が、今度、五島市に転勤になったときには、また初めからとい

うのはあるんですね。今、検討をしていて、来年度から仮に予算が認められれば事業を 進め

たいなと思っているのは、統合型校務支援システムという、県下全体を同じシステムに組み込

んで、様式も統一をして、どこに行っても同じ様式になっているから、その習熟の時間がいらな

いというようなことを、長崎市と一緒にやっていこうかというふうに、今考えているところです。

文科省も、働き方改革の一環として、そういう県下全体の統合型校務支援システムを構築

すべきだというようなことも考えています。ただ補助金があるかどうかは、ちょっとまだわかりませ

んが。ただ、既に独自で入れているところがあるので、すぐ来年度、再来年度から全部の市町

がというわけにはいかない部分があって、システムの更新時期とかになってくる可能性はある

んですけれども、ただ、様式については統一する方向で、２１市町含めて、県教委含めて議論

を進めていこうと、今、しています。

（中村知事）

そのいろんな大きな事件とかトラブルがあったら、その都度やっぱりしっかり見守りを強化す

るために情報をつないでいきましょうと、こう言っている。そういう情報の共有化、つなぎという

面でも、やっぱり同じものを出していれば、既存の資料でできるわけで、負担が減ってくるんだろ
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うと思うんですよね。やっぱり、もっともっと積極的に進めないといけないんじゃないかと思うんで

すけれども、全国ベースで、そういう例えば文科省あたりが行政システムの開発を始めるとか、

そんなことはないんですか。

（池松教育長）

それはやっぱり県単位ですね。いろんなものがあるので、少なくとも、統合型校務支援システ

ムというのを構築すべきだというのは、県単位ですね。

（中村知事）

なるほどですね。ありがとうございました。本当に様々なご意見、ご示唆をいただきました。

本当にありがとうございました。

（２）グローバル化や産業構造の変化に対応し、創造性に富んだ人材づくり

（中村知事）

時間も少し押し気味ですので、次の議題に移らせていただきたいと思います。

２つ目のテーマは「グローバル化や産業構造の変化に対応し、創造性に富んだ人材づくり」

ということで、お話をいただきたいと思いますけれども、グローバル人材の育成というのは、これ

までもこの場で考え方を述べさせていただいてきたところですが、まさに日々進みつつあるなと

いう感じがしておりまして、そういった中で、その県内の産業等もそういった流れに表れている

訳でありますけれども、なかなか県内産業を支える担い手が確保できないという状況に直面し

つつあるんだろうと思います。

そうすると、恐らく、これから各分野の産業、これまで以上に外国人材を活用していく時代に

なっていくんじゃなかろうかと思っております。技能実習制度も３年から５年に拡充されるという

ことでありますし、医療、介護人材等を含めて、資格取得を国内でさせる、あるいは日本語教

育を行う、そういった教育分野の施策拡充も含めて、人材を海外に頼らざるを得ないという

時代がもう目の前に来ているのではないかと思っております。

そういった中で国の方でも、大学入学等については、英語能力をしっかり高めていく必要が

あるということで、民間事業者等による資格検定試験の活用が決まっているということのようで

す。やはり、そういう時代の変化というのは、間違いなく、これから進んでいくんじゃなかろうかと、

こう思っているときに、そういった社会で活躍できる人材を今のうちから育てておく必要があるん

ではないかと、先ほどあいさつでも申し上げましたけれども、特にＩoＴ、ＡＩというのが非常に大き
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な役割を果たすような社会になってくると。そのそういった社会の変動に向けて対応できるよう

な人材、活用する人材じゃなくて、そういう社会に対応して、新たな付加価値を生み出すこと

のできるような人材というのをやっぱり育てていく必要があるのではないかと。これは言うのは易

しいのですが、実は昨日も、ある先生から講話をいただいたのですが、今、ＩoＴ社会が急速に

進んでいて、冒頭申し上げたように、恐らく今の子どもたちの半数以上は、今ない仕事に就職

するだろうと、こう言われている。そういった新しいサービスなり、付加価値、あるいはイノベー

ションと言い換えてもいいんでしょうけれども、そこを生み出せる力がある人は２割の人だという

んですね。２-６-２の論理であって、そのそういった今までにない新たなサービスなり付加価値

を生み出して提供するというのができるのは２割、日本にはほとんどいない。日本ができるのは、

その下の６割、これはさまざまな業務分野に対して、そういったセンスでＩoＴの技術を導入して

生産効率を高めたり、あるいは付加価値を少しずつ高めたり、生産ということはできるだろうと。

私は、例えば運転手のいない自動運転の自動車が出来てくる、そうするとそこに運転に  

興味関心のない４人の人が乗り込んできた。では、車の中の時間をどう過ごすのだろう。勉強

に過ごしたいという人もいれば、遊びに過ごしたいという人もいるでしょうし、音楽を聴きたいとい

う、そういった、そういうサービスのあり方とか、次にどういったものが求められてくるんだろうかと

いうのを先取りしながら、それに対応できるような人材がこれからは非常に重要になってくるの

ではなかろうかとこう考えて、そういった人材を集積、育成しなければいけないのではないかと、

こう申し上げたら、まず日本では無理でしょうという話があって、それをできるのはアメリカでしょ

うというような話がありまして、非常にショックを受けたところなのですが、新しい価値を生み出

すというのは、今までの日本的なルールの中からは生まれないのではないかと、こう言われて

いるんですね。日本の企業は、トップの経営管理者は、どうしても東京大学工学部卒業というと、

その管理能力は非常に長けている、しかしながら新たな価値を生み出す、イノベーションを先

導する、そういった機能はほとんど持たないのではないかと、新たな価値がどうやって生まれる

かというと、全く文化も考え方も違う人が１つの場所に集まって、ああでもない、こうでもないとい

うような場で、例えば自動運転の車も、これは聞いた話じゃない私の想像なんですが、日本人

は車を運転するのは好きだよね、高性能の車で快適に走れる車を作りたい。いや車なんて、あ

そこからあそこに移動できればいいんだという価値観を持った人たちがやっぱりいて、次の世代

にどういう車が求められるのか。それで、３００万円も２００万円もする非常に高価な買い物をそ

れぞれごとがして、ほとんどが遊ばせている、駐車場に停めている。駐車場も車を停めるために

土地を占有してもったいない限りだ、非生産的だと。だからそういう中でいかにカーシェアなどを

実現して、フル稼働で駐車場のいらないような社会を実現できるのかと、そういう新たなイノベ

ーションを生み出す、そういう時代になってきていて、一体全体そういう時代に次の子どもたち
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をどう育てたらいいんだろうかということは、極めて重要な課題じゃなかろうかなと。

確かに今、日本は特にものづくり産業が得意ですから、ものづくり産業の効率化を進めるた

めにＩoＴ技術を活用しているというのは、もう目に見えて動き始めているわけですね。例えば

建設機械のコマツさんは、でかい重機を女性が指先一本で操作できるような機械を開発され

て、しかも現場で１ミリの誤差もなくのり面を切ったり、埋めたりということができるという時代にな

っているわけでして、そういう、活用をするのは、実は日本人は得意なんだろうと。その重機に

はセンサーが組み込まれていて、ここの部品がもうすぐ故障しますよというのまで分かるという

状況のようなんですね。だからものづくり産業では、ここが休んでいる、あるいはここが老朽化し

ている、そういう情報を常に集約しながら、非常に生産効率を高めていくためには、いろいろな

ツール などを検討されているんですが、そういった片方で、さまざまなインターネットを用いた

商取引などのあり方も急激に変わっている。フィンテックみたいな考え方も海外の方がうんと先

行している。

したがって、日本はこれからＩoＴには、しばらく遅れをとるんではなかろうかと、こう言われてい

るんですが、やはり、日本発の何らかの新たな価値を見出すようなことがないと、非常に遅れ

をとってくるんじゃなかろうか、そういう大きな社会変化が求められつつある、そういうところで

何か、皆さん方お考えのところが、他にあれば教えてほしいなと思っておるところでございます。

（委員）

今、私たちは今まで生きてきた時代のことしかわからないし、 新しいことを開発していくとい

うことは、今の大人たちには無理なのかなという感じがします。

また、事務局の人たちももう、例えば教育の立場にいた人たちも、学校の中だけで生徒たち

を教えるわけで、そんなに期待はできないなという、新しい未来の社会のことに関してはそうい

う感じがします。今、ちょっと新聞記事だったか、読んだ本だったか、高校生の今の人気の事

業は何かという記事がちょっと載っていたんですけどね、それをちょっとメモしてきたんですけれ

ども、１番はアプリ開発というんだそうですね、これはアイフォンとかスマートフォンのソフトですね、

それを開発する、それが１番で、２番目が、イベント制作とか、企画プロデュースという、企画プ

ロデュースっていうのは、ローソンと長崎県の高校生もやっていましたですよね、パンとか何とか

をつくった、ああいうことだろうと思いますよね。そして３番目がプログラム、これは先ほど知事が

ずっとおっしゃられた、要するにロボットとか、要するにＩoＴとかそういうものを活用してプログラム

を勉強していくという、３つだろうと書いてあったんですよね。

特におもしろかったのは、２０１６年に岐阜県が民間企業と連携して、要するにアプリ開発

サマーキャンプというのをやったんだそうですよ。岐阜県の高校生による企画ジャパンというの
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を２０１６年にやったらしいんですよ。その高校生が開発したプログラミングが、アプリ５本あるん

だそうですけれども、アメリカのアップル社の審査を経て、全世界に公開された、そういう記事

が載っていました。

だから、そういうことをやれると人材というのは、私はやっぱり１％か２％の人だろうと思うんで

すよね。そういう人材をやっぱり育成していくことも非常に大事なんではないかなと、だから高校

生だからできないということじゃなくて、工業高校でも、普通高校でもどこでもいいんでしょうけれ

ども、そういうことが長崎県で企画できないのかなという思いも持ちました。やっぱり民間の企業

と連携をしてやっていくということになると、なかなか大変な作業で、そういう民間企業が長崎

県になければ、よその県でもいいんじゃないかと思うんですけれどもね。そういうことが何かでき

ないのかなとちょっと思うんですけれどもね、いかがでしょうか。

（委員）

いいですかね。

（中村知事）

どうぞ。

（委員）

英語抜きにはこれからの子どもたちは生きていけないということで、知事が発案してくださった

イングリッシュキャンプ、あの発想の良さに すごく注目をしていました。今年度で終わる事業の

ようですけれども、その事業効果、子どもの成長と関心意欲が９割以上の効果があったという

ことで、その考え方とかインパクトの強さとかいいなと思います。そういう発想で、もっと日常的に、

そう金をかけずにでも、仕組みができないかなと思っています。長崎県が産学官共同で３，００

０人の留学生を受け入れるという事業があるかと思うんですが、ああいう事業との連携とか、あ

るいは佐世保が米軍のご家族と交流をしているとか、いろんな個人とか団体と連携の仕組み

を作って、子どもを育てていく。そこにマネージメントができる人を置いて、日常的に英語のシャ

ワーを浴びさせるというような、そういう大仕掛けのことが、第三期の計画の中で構想していけ

れば良いなと思っておりますが、「イングリッシュキャンプ」に対するお礼と感謝を申し上げたいと

思います。

（中村知事）

ありがとうございました。
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（池松教育長）

知事が言われた、将来の人材についてのお話と全く同じことを中央教育審議会も、そういう

視点を持っているんですよね。今までどっちかというと、知識偏重というか、本当はそうではな

かったんですけれども、そういうこともあり、だから変えていかなくてはいけないということで、大

学入試も変えようとしているわけですね。英語は技能的な話で、例えば記述式を増やすという

ことについては、知識だけではなくてやっぱり論理を組み立てて、それを発信するということで能

力を磨いていかなくてはいけないという発想なんで、まさに知事のおっしゃるとおりだと思ってい

ます。

そのときに、高校までと、大学教育を含めて、さっき言った人材をどうするかという話なんで

しょうけれども、ちょっとおもしろいデータがあって、民間の教育研究所のデータなんですけれど

も、大学生に、大学教育についてあなたはどう考えますかといって、大学での学習の方法は、

大学の授業で指導を受けるのが良いというのが、２００８年に３９．３％だったのが、２０１６年に

５０．７％、学生生活については、大学の教員が指導、支援する方が良いというのが、２００８年

が１５．３％が、２０１６年は３８．２％。今度はあなたと保護者の関係について、大学生に聞い

ています。保護者のアドバイスや意思に従うことが多いというのが、２００８年が４０％、２０１６年

が４９％、困ったことがあると保護者が助けてくれる、２００８年が４１．８％、２０１６年が５７．

８％ともう能動的ではなくなっているんです。そういう意味ではやっぱり学ぶということが、教科

書とか知識を受け入れる、当然知識がないといろんな課題解決はできませんから、知識をしっ

かり教えるということも当然必要でして、その上に立って、やっぱりその知識をどう生かすかとか、

さっき知事が言ったように、いろんな人と協働して物事をやっていくとかいうことを、主眼におい

て教育を進めなくてはいけないというのが、新しい学習指導要領の肝になっています。

だからそういうことで、高校教育、小中学校教育で、いわゆるそういう人間をつくるための  

ベースをつくっていかなければいけないという意味では、そういう表現力なり、論理的思考なり、

要は他人との意見の違いを踏まえたところで、どう折り合いをつけていくかというようなことも  

含めて、いろんなカリキュラムの中で、教科の中でも当然そういうことはやっていきます。教科

外でも、今でも各島も含めて、地域課題に高校生自らが取り組んでいて、市役所とか振興局と

一緒になっていわゆる課題を見つけて、解決策を自分たちでいろんなデータを調べてというの

をやっているところがたくさんあります。それを、今度は県下全体で、そういう地域の課題をまさ

にフィールドワークをやって、そこはもう遊びではなくて、行政も巻き込んで、地元の市役所なり

振興局に行って、課題を見つけたり、論理的なことだったり、他人と協働するというようなことを

やっていかなければいけないんだということを思っています。

今後も、いろんな具体策を考えていかなくてはいけないと思うんですけれども、それは知事
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がおっしゃるような危機感は、みんな、文科省も含めて思っていますので、そういう状況ですか

ね。

（中村知事）

ほかに。

（委員）

いいでしょうか。

（中村知事）

どうぞ、どうぞ。

（委員）

最近もそうでございますから、これからはいよいよ人、金、もの、情報が国境を越えて世界中

を飛び回る時代に、ますますなっていくと思うんですね。そういう場合は、さっき英語教育という、

英語とそれからそういったいろんな最近の機器ですね、パソコンなど、そういったことを使いこな

すということは目的ではなくて、もう手段となると思うんです。

ただ、じゃあ英語を上手になったからっていって、単なる英語屋じゃあどうにもなりませんの

で、やっぱりあるテーマを決めて、ディスカッションをして、自分なりの論理的な組み立てを構築

できるという、そういった人材を育成することが大事じゃないかなと思いますね。

アメリカの大学でよく、経営コースということがありますが、ああいう経営コースがまさにある

テーマを決めて、ある問題を君ならどういうふうに解決した方が良いかと思うかというようなこと

で、ディスカッションをしたり、論文を課したりするというふうな、そういう教育のシステムだと聞い

ておりますが、やっぱりそういうことをして、世界中の人と堂々と渡り合えるような、そういった

人材を育成することが大事じゃないかなと、特に、この長崎は国際交流が盛んな地域でござい

ますので、そういった教育も大事じゃないかなと私は思っております。

（中村知事）

ありがとうございます。委員がおありだと、どうぞ、ご遠慮なく。

（委員）

やはり、英語力、グローバル化ということでいろいろ言われているんですけれども、やはり、今、
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私の娘もちょっと留学をして、先を見据えてこういう職に就きたいということで、留学を決めて

行っているんですけれども、果たしてそれが帰ってきて、それをきちんと大学生活の中で使える

のか、就職してそれが使えるのかっていうのはちょっとすごく不安ではあるんですけれども。

今、私佐世保にいるんですけれども、ベースの関係でやはりアメリカの方々がすごく多いんで

すけれど、街で会ったときに、学校で英語は習っているけれども、果たして街中で外国の方に

会ったときに、それがコミュニケーションをとる手段として、実際高校生の人たちが使っているの

かというと、そうでもないんですよね。そういう機会があるにもかかわらず、 授業でしかやはり英

語というものを使えていないという感があるので、もうちょっと周り、その英語を使える環境下に

大人自身もいないので、もうちょっとオープンに、大人も英語自体に触れるような機会を持つよ

うな感じになれば良いのかなと。

本来、日本人なので、日本語が主として、その日本語自体もきちんと使えない保護者が

今いるわけですので、日本語も、母国語も大切にしながら、英語なり他国語も勉強ができるよ

うな、それが実際活用できるような社会になっていけば良いかなと私は思っています。

（委員）

ちょっとよろしいですか。

（中村知事）

どうぞ。

（委員）

私は今度の国のＴＯＥＦＬとか、ＴＯＥＩＣとか、英検ですね、あれを要するに大学入試のあれ

に採用していくというのは、非常に問題があるなというふうに思っているんです。なぜかというと、

やはり長崎県の場合、受けられる環境が非常に大都市部と比べたら非常に少ないんですよ

ね。

離島の子たちは、また受けるために出てこないといけない状況になるんじゃないかと。それと、

やっぱり経済的負担が出てくるんで、何でこんなことを国がやるのか、間違った政策ではないか

なと思っています。

ただ、そういう中で、私１０年前の高校生の英語の力と、今の長崎県の高校生の英語の力、

ちょっと事務局の方から説明を聞いてびっくりしたんですけれども、 非常に模擬試験あたりの

成績は、今の高校生は非常に高いんですよね。これは１つにはやはり英語の先生方の努力も

あると思うけれども、ＡＬＴの配置が非常に九州各県の中では多いんですよね。ですから実際
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の生の英語を体験させている機会が多いと思います。さっきおっしゃった、これもびっくりしたん

ですけれども、中学生全員にハウステンボスで英語体験をさせるとか、これは非常に大事なこ

とだと思うんですよね。やはり異文化を一度でも体験したことがある人材というのは、大きく育っ

ていくんじゃないかと思いますから、ぜひこうしたことをお含みいただければというふうに思って

おりますし、英語教育が、ある意味長崎県においては、ちょっと先行してきているんではないか

なという印象を持っています。

（中村知事）

いかがですか。

（委員）

私は、自己をいかに発現するかというのが、非常に大事じゃないかなと思うんですね。だか

ら英語は手段ですので、自分をどう発現するかの手段だと思うんですね。だから、私は本当に

よく言うんですけれども、自己ですね、自分をちゃんと発現できる、最初に会う自己紹介のとき

に、自分のことを５分間しゃべらせて、自分の持っている意見とか、過去とか、親とか、歴史だ

とか、自分の土地とか、何でも良いんですけれども、自分を人に理解してもらうものを勉強して

おかないといけないのですね。ただ、英語をしゃべると言っても、しゃべるだけでは何の意味も

ないんで、しゃべる材料を勉強しておかないといけません。家族のことを知っとくことがまず最初

だと思うんですよね。そういうふうにして自己主張をしていく。極端な言い方は、５分で自分を

語るということを先にしておかないと、いくら英語がしゃべれても、意味がないんじゃないかと。だ

から英語をうまく利用するためには、まずしっかり自分を見つめるんじゃないかと。自分で本を

読むとか、散歩をして歴史を調べるとか、そういうのが、僕は大事じゃないかなと、特にそういう

ふうな感じがしています。

（中村知事）

ありがとうございました。確かにすぐ、こういったコミュニケーション能力が実社会で生きてくる

かどうかというのは、もう少し時間がかかるのかもしれませんけれども、私は、どこに 住んでい

ても、誰であれ、その力というのは、もう本当にこれから非常に重要になっていくんだろうと思う

んですね。一つ、これからは県内の人材が不足して、県外に流出してしまいつつありますんで、

外国人がいっぱい入ってくるだろうと、現にもう、この４年間で外国人の方々は２倍に なってい

るんですよ。

まだ人口流出続いていますので、これからもっともっと、製造業分野とか、もう既に造船業と
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か相当の方々が入ってみえていますし、これから医療福祉であるとか、建設業であるとか、

農業分野でも国家戦略特区の指定を受けようとしているくらいですので、そうなると多様な  

言語っていうのが使われるのでしょうけれども、基本的には英語をベースになるだろうと、向こう

の方で日本語が話せないと受け入れませんよとかなんとか言っていますけれども、ただ、将来

的にビジネスを考えるときにやっぱり英語というのは、非常に便利に使用範囲が広い言語であ

りますので、そういうのも今のうちからしっかり身につけていただく、それはもう、いわば基礎学力

みたいな部分としてそういう取り組みが必要だろうと。

次のステップで、そういったコミュニケーションの中で新たな価値なりを創造していくとすると、

もっと突っ込んだ発想力、コミュニケーション能力、そういった能力が試されるようなことになる

んじゃないのかなとこう思います。

その新しい価値というのは、恐らく異文化の中から生まれてくる可能性があるだろうと思いま

すので、そういった意味では、相手のいうことをしっかりと受けとめる受容力と、こちらの思いを

伝える表現力というんでしょうかね、そういう能力を基礎的に身につけさせて、その上でやはり、

産業分野、あるいは多様な分野で、いろんな価値を見いだせるような人材を育てておく必要が

あるんじゃないかなと、こう思っていて、そのためにじゃあどうしたらいいんだろうということで、例

えば先ほどお話がありましたように、高校生がアプリを開発してそれが採用された、結局そうい

う動きにつなげていくためには、その人材拠点、ベンチャー拠点をつくっていく必要があるんで

はないかと。県内の人が、新たな産業を興そうとして、こういうサービス産業はどうだ、こう言っ

たときに、そこに複数の人が集まってきて、いわゆる企業、業を興す拠点になるようなものをつ

くろうかと。そこで生まれてくるかなと思いましたら、先ほど冒頭で申し上げた、２割、６割、２割

の論理でそれじゃあやっぱり無理ですよっていう話があって、ちょっと今、頭抱え込んでいるとこ

ろでありますけれども、引き続き、そういった意味では、グローバル化というのは否応なく進んで

いくわけでしょうから、もっと大切にしていきたいなと思っているところであります。

（３）若者の地元定着

（中村知事）

それからすみません、少し押してまいりました。

「若者の地元定着」であります。これは昨年の総合教育会議においても議論をさせていただ

きました。各高校生の県内就職率については、関係の皆様方の格別なご尽力で、県内就職

率６３％ということで、実は統計を取り始めて、過去最高ということになりました。

しかしながら全国平均が何パーセントかというと、８１．２％なのであります。２０％近い差が依

然として残っているということでありますので、もっともっと県内企業情報、あるいは県内で生活
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することがどういうことなのかということも含めて、情報発信をしていかなければいけないと思っ

ております。

先ほども申し上げたように、県内においての、そういった人材確保に苦慮されている企業の

皆さん方が相当増えつつあるわけでありますので、こういった状況にどういう形で対応するの

か。

よく聞いてみますと、もちろん情報が正確に届いていないという面はあるんですけれども、

それぞれの地域で、例えば島原半島で就職をする、あるいは進学は様子が違うのかもしれま

せんけれども、同じような仕事が長崎にあって、福岡にあっても、自分はあんまり時間が変わら

ないから福岡に就職するよと言うような人たちが多い。県北地域であったり。

僕らが小さいころは、情報不足というというのもあったのかもしれんけど、まずはやっぱり県内

でどういった働く場があるんだろうかと、こう考えたのかなと思いますけれども、県内に同じ程度

の職場があるんならば、県内に就職しよう、あるいは進学しようと、こう思ったんではないかと思

いますけれども。非常にこだわりがないというんですかね。そういった分野では、非常に県に  

よっても差があるようでして、沖縄県は必ず県内志向の方々が多いそうなんです。何でそうい

った差が出てくるんだろうか、もっともっとふるさとで活躍していくことのすばらしさなり、使命感と

いえば言いすぎなのかもしれませんけれども、ふるさとに対する思いを持って残っていただくと

いう選択肢を、もっと考えていただけるように努力していかないといけないんではないかと。

したがって、そのふるさと教育もやってきていただいた、こう言うんですが、少しそこら辺の

他県との比較の中でも出るのが当たり前だというような雰囲気になってはいないかという。

生活の質そのものは、一度申し上げたことがあるかもしれませんが、決して東京での暮らしに

遜色ないような経済的な側面から考えますと。そういう状況にあるわけですので、選択肢として

地元で求められているということであれば、地元で積極的に活躍していこうかと思ってくれるよう

な子どもたちが、どうやったら育っていくのだろうかという思いがあります。

子どもたちのいろんな選択肢があるし、夢や希望を叶えるという、そういった面での対応も

求められているというのは十分承知しながら、一旦出られた後も、ちゃんと長崎に帰ってきてい

ただけるように、どうふるさと志向を持った人材を育てることができるのか、そこら辺について  

ご意見をいただければと思います。

（委員）

地元の定着についてですが、県外就職を選択する要因として、県内企業の情報が、生徒、

保護者に伝わっていないと。福利厚生が不十分と、これはまさにそのとおりだろうと私は思いま

す。これは私たち、地元の企業も大いに反省せんといかん分だと思っております。今まで、うち
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も含めてですが、来年の新卒者の、次年度の新卒者の募集をするのは、秋になってからという

ような雰囲気で、その前に県外の大手はもう、７月ごろから積極的に、あるいは春ごろから積極

的にアプローチをかけておったから、もう地元には残りしかこないというふうな状況だったんです、

今までずっと全部。最近ようやく県内の企業も目覚めまして、早い時期から積極的に募集する

ようになりました。これは県とか商工会議所の指導が良かったんじゃないかなと、ようやく目覚

めたという感じでございますね。今から先は、こういった活動も活発になっていくと思います。

それからまた、言ってはなんですけれども、高等学校の先生たちも、やっぱり生徒は、都会

の名のある大企業に就職させるのが一番良いというふうに思っていたような雰囲気もありまして、

過去に私たちが行っても、うちはこういう大企業に入っているんですよと言って、門前払い的な

扱いを受けとったのが多かったと、これはうちに限らずそういう話を聞きました。だけど最近は

知事のご尽力によって、各高等学校の先生方も地元の話を丁寧に聞いていただけると、丁寧

に対応していただけるようになりました。これは非常に良いことだと思います。

それと、給与の面でございますが、工業界でもよく話をするんですけれども、福岡と長崎は１

０％違うと、長崎と大阪は２０％違うと、長崎と東京は３０％違うというのが大体の給料でござい

まして、これはやはり、地元の企業が付加価値をつけて、もっと給料を出すような努力をしない

限り、やはりこれは無理じゃないかなと思います。

やはりいつまでも低賃金、それから賞与を含めて年収で劣ると、やはりそちらの方に自然と

子どもも親も行かざるを得ないということで、これは私たち産業界がもっと儲かって、給料をたく

さん払えるようにしない限りこれは無理じゃないかなと思っています。

ただ、知事がおっしゃったように、じゃあ長崎は給料が低いから暮らしにくいのかというと、や

はり思ったより差は本当はないと思うんですね。やはり都会はいろんな経費が要りますので。長

崎とか佐世保とか、離島なんかは、あまりそういう生活費はかかりませんので、この点はやはり

ＰＲする必要があるのではないかと。それとやっぱり学校教育で、地元の良さというのをもっとＰ

Ｒしてもらいたいと、指導してもらいたいと思いますね。やはり県外のあちらこちらに行きますと、

やはり地元のことを非常によくまとめて教育しているように見えますので、今もされていると思い

ますが、長崎がいかに良いかと。

私たちも例えば全国的な銀行とか、全国的な会社の、要するに単身であちこち回る人たち

の話を聞くんですけれども、一番人気があるのは博多だと。札幌、仙台と言うんですけれども、

いや実は長崎も隠れた人気トップ３の勤め先ですよと。長崎に住んだら良い、良いと言って、

家族は長崎にとどまって、ご主人がよそに行ったら、あなただけ行きなさいという家もあると、

そういった長崎は非常に魅力のある街ですよという人もおりますので、そういった良さを、佐世

保についてもそういう話を聞きますので、もっとＰＲする必要があるんじゃないのかなと、どういう
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ふうにすれば良いか、これはちょっとあれですけれども、行政とも相談せんといけないことなん

ですが、そういったことをもっと努力する必要があるんじゃないかと思っています。以上です。

（中村知事）

ありがとうございました。

（委員）

この歳になって、やっとわかったことが２つあります。

１つは、親に愛されて育った子どもは、あるいは親に守られて安心して育った子どもは主体

性が育つと言われています。コミュニケーション力もチームと協調する力も適用力もです。一方

愛されていない子どもや、安心感のないところで育った子どもは依存してしまうとも言われてい

ます。これからの厳しい社会を生きていく子どもを育てるということは、乳幼児期の親子関係と

いうのをしっかり支えていくということを、やっぱり我々大人は忘れてはならないということで、子

どもを育てるということは、非常に大きい使命ですので、県民を対象にして、行政も含め、総力

でやっていくという考え方をしなければいけないというのが１つあります。

もう１つは、地元定着もそうですけれども、子どもの育ちに関わってのことです。小さいときに

地域の人たちに愛され、かわいがられて、助けられた経験を持つ人は、その当時の大人の顔

を忘れられないんですが、仲間と遊んだ場所とか人、これが人間の原風景として、エネルギー

源になって残るんですね。子どもが自己実現を果たすためには、人にまみれ、自然にまみれる

ということを踏まないと人は育たないと言われているんですね。だから、必ず通らなくてはいけな

い必須体験だと言われているので、身はふるさとになくても、成功すれば雇用するとか、あるい

は地域への知恵の提供だとか、いろんな人材育成になる等、ふるさとを応援できる力が育つと

思うんですね。退職したら帰ってくることもあるんでしょうから、とにかく子どもを育てるということ

にはそういう人間の精神基盤を総力で取り組まなければならないと考えています。教育と乳幼

児期の大事さをぜひご理解をいただければと思います。

（中村知事）

ありがとうございます。どうぞ皆様、ご発言をいただければと思います。

（委員）

これも移動教育委員会で五島海陽高校に行きまして、そこの先生の説明の中で、一般の

企業に、週に１日体験に行くんですね。生徒たちが一月くらい、長期の企業体験を行っていて、
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五島海陽高校の場合は、その企業とよく結びついて、地元の企業に就職しているという、事例

の説明を受けました。今までで地元就職は最高だったんだというふうなことでした。もし、これを

佐世保でやったり、長崎でやったりした場合に果たしてできるのかどうか。要するに先生方が、

ずっと付く訳にはいきませんので、企業の方がずっと何もわからない生徒たちを１カ月預かって、

体験をさせていく、そういうことが果たしてできるのかどうかわかりませんけれども、そういうことが

できればある程度もっと地元の企業に就職していく人が増えるのではないかなと、そういう感じ

がします。

（中村知事）

ありがとうございます。

（委員）

すみません。私自身は一旦、その視野を広げるためにも、一旦、県外に出ることも大事なの

ではないかなとは思っているんですね。いろんな人との出会いがあって、いろんなものを吸収し

て、そしてその子たちをいかに県内に戻してくるかということは、先ほど委員が言われたようにち

ょっとかぶってしまうかもしれないんですけれども、その子たちがやはり、小さいころから地元で

のいろんな体験学習といいますか、そういうふうに伝統継承を習いながら、こういうことを小さい

ときにやったよねと、今度自分たちが帰ってきたとき、地元にいるときは、今度は自分たちがそ

れを主体となってやっていこうという、そういうふうな子どもたちに帰ってこさせるようなことを小

さいときからさせてやることが大事なのではないかなと思うんですよね。

子どもたちに、ふるさとっていいよっていう言葉だけを押しつけるのではなくて、大人がそうい

う経験をさせてあげているということが大事なのではないかなと思っているんですけれども、い

かがでしょうか。

（中村知事）

ありがとうございます。

（委員）

私は、長崎を素晴らしいところと思い込んでいますので、挙げたらきりがないですよね。

長崎県の魅力といったら、それは挙げたら１時間しゃべれるくらいありますよね。だから、ここ

で教育を受けて、私も大学はよそに行って、帰ってきたんですけれども、帰巣本能が動物は大

体、大抵、帰巣本能というのは持っているんじゃないかと思うんですね。
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その本能がやっぱり教育のところで、友達と、親と、あるいは先生たちと、そういうところで吸

い込まれていくんじゃないかと思うんですね。だから、帰ってくるのが本能だと思いますので、

それを教育のときに、教育というか、義務教育９年間、高校まで含めて１２年間ですか、しっか

り自覚も、私はそれだけの教育ができていると思うので、帰ってきてくれるんじゃないかなと思い

ます。私も帰ってきました、皆さんも帰ってくるというふうな素晴らしい県だと思っていますので、

帰巣本能があるのではないかなというふうに思っています。

（中村知事）

ありがとうございます。

先ほど、いわゆるふるさとで過ごした体験、人との出会いから得られた本当にそういった経験

というのが、また人を呼び戻す力になるのではないかというお話なんですが、１回やっぱり、  

経験と、あるいは勉強のために外に出るというのも悪くはないと思うんですが、今の人口減少の

半分は全部この社会減なんですよ。年間に６，０００人くらい出てしまって帰ってこられない。

実はその、少子化がどんどん進んでいますので、年老いた両親を田舎に残されて、せめて退

職されたら帰ってこられるだろうと思っていたんですよ。東京で仕事をされて。

確かに、ごく、５９歳から６０歳定年ぐらいになると、３００人ぐらいだったと記憶していますが、

退職世代の年齢の方々は、そのくらい帰って来られるんですよ。ところがもっと問題は、それが

ずっと７０歳、７５歳、８０歳、そういった人たちまでどんどん、どんどん出てしまわれているんで

すよ。いまだに歯止めがかからないという状態。

ということは、子どもさんが都市部にいるので、もう一人で暮らしきれんとやろ、来いよと言わ

れて、都市部に吸い上げられているという現状があるということなんですね。したがって、先ず

は最初の選択肢として就職の地を選んでいただく。一旦出られてもどこかで帰ってこられるよう

に。ところがその帰ってこられるようにといいながら、出られてしまうとやっぱり、そこは仕事があ

るし、職責があってなかなか思うに任せない。今、慣れ親しんだ仕事が、じゃあ田舎の新たな

仕事に役に立つだろうか、報酬はどうだろうか、住まいはどうだろろうかと、さまざまなご心配が

あるんだろうということなんじゃないかなと思うんですね。

実を言うと、１回誰でも帰ってきていただければということで、ＵＩＪターンの支援センターを立

ち上げて、取組を始めました。最初はそんなに多くはいらっしゃらないだろうねと、大体これまで

１５０人から２００人くらいのペースでＵＩＪターン者が確保されていましたので、一昨年が２１３人

でありました。その翌年、去年が４５４人、これはサポートセンターを作ったから、いろんな相談

業務に対応出来て帰ってこられました。今年は、前半で４１２人ということですよね、ということ

は８００人ぐらい帰ってこられるのかな。実は目標は６６０人なんですよ。６６０人帰ってきていた
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だければ良いかなと思っていたら、予想外に多いなというのは、非常にびっくりしたところでして、

だから、しっかり仕事をつくって、住まいを確保していけば、Ｕターン希望者は非常に多いなと。

しかも、Ｕターンされた方の４人に３人は４０歳代未満なんですよ。だから高齢者が退職されて

帰ってこられると思ったらそうではなくて、若い人たちがやっぱりふるさと志向の思いを持って帰

ってこられる。あるいはＩターンも含めてですね。

したがって地域の産業の担い手としても、そういった方々をより積極的に引き込んで結びつ

けていくというのは、非常に大事な取組だなとこう思っているわけなんでございます。

ところが先ほど申し上げたように大雑把に申し上げますと、大体、毎年進学もしくは就職で

６，０００人くらいの人たちが出てしまわれる。その中でまだまだ８００人くらい帰ってきてもらって

いるということでは、バランスがとれないわけでありますので、非常にもっともっと知恵を出してい

く必要があるのかなと思っております。

いつかは帰らなきゃ、帰りたいねという思いを強く持っていただく中で、その８００人の方も帰

ってきていただいているのかなというところがありますので。そうであれば最初のスタートのときに、

長崎に就職するのか、佐世保に就職するのか、あるいは他県に出てしまうかというときに、やっ

ぱり県内だから長崎に就職しようかと思うような選択をしてくれるような状況をぜひ実現したい

なと思っておるところでございます。

引き続きまた、いろんなお知恵がおありだろうと思いますので、教えていただければと考えて

いるところです。

（委員）

知事、いいでしょうか。

（中村知事）

どうぞ。

（委員）

小さなことでございますが、口之津とか、唐津に、国立の船員養成学校というのがあるんで

す。これは私も驚いたんですけれども、倍率が３倍、４倍あるんですね、入学の倍率が。

やっぱりこの船員を希望する人というのは、私の予想以上に多いわけでございまして、これは

以前ちょっと定員を減されたんですが、また定員は元どおりになったんですが。

私がちょっと思ったのが、五島が昔は漁業が非常に盛んで、奈良尾とか、上五島の人は盛

んに漁船に乗っておったわけでございますが、今は漁業が衰退して漁船の乗組員が少ないん
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ですけれども、やはり五島の人は船に乗りたいと、今は船員は例えば２カ月船に乗ったら１カ月

休みというふうな、大体はそういうパターンございますので、何も大都会に家を構えんでも、  

五島に家を構えとったら、２カ月沖で乗ったら１カ月間は地元に帰って地元でゆっくりできるとい

うふうなことでございますので、前々から五島にそういう船員養成学校をつくられんのかなとい

う気があったんでございますが、１つの考えとして。

そうすると地元の人が船員になって、そしてまた地元に戻ってくるというようなことになるんじ

ゃないかなと思ったもんですから。

３ 閉会

（中村知事）

ありがとうございます。それはもうぜひ検討してみたいと思います。

そのほかにでも結構でございますが何かお話し、頂戴できるお話し等ございませんでしょう

か。

事務局の皆さん方から何かございませんでしょうか。

特にないですね。少し時間配分を間違いまして十分な意見交換ができなかった面について

はお詫びを申し上げます。

３つのテーマについては、大変貴重なご意見をありがとうございました。

ただ冒頭申し上げましたように、これから教育振興基本計画の第三期策定を進める段階に

なりますので、場合によってはまた改めて、どのような課題が生じてくるのかと、課題があるよう

であれば、またご相談をさせていただくことになろうかと思いますのでよろしくお願いを申し上げ

ます。

今日は本当にありがとうございました。これからもどうぞよろしくお願いします。

（事務局）

不要な資料がございましたら、そのまま置いていかれても結構でございます。

以上


